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様式第１号－３

1  概　　況

(1) 沿　　革
  昭和37年４月 沼津市東椎路に静岡県沼津職業訓練所を設置、溶接工科、配管工科の２科

を開設、雇用促進事業団沼津総合職業補導所（駿東郡清水町長沢）を併合

し、長沢分所を開設

  昭和41年４月 静岡県立沼津職業訓練所と名称を変更

  昭和44年10月 静岡県立沼津専修職業訓練校と名称を変更、長沢分所を長沢分校に改める

  昭和47年４月 静岡県立沼津高等技能専門校と名称を変更

  昭和48年４月 長沢分校を本校へ統合、東部技能センターを付設

  昭和53年４月 静岡県立沼津高等職業訓練校と名称を変更

  昭和60年４月 静岡県立富士高等職業訓練校を統合し、静岡県立技術専門校となる

総務課、教務課及び技能開発課を設置

教務課に機械技術科、情報技術科及びエンジン技術科を開設（高卒２年課程）

  昭和62年４月 電子技術科（高卒２年課程）を開設

  昭和63年４月 静岡県立沼津技術専門校と名称を変更

  平成８年４月 専攻研修生制度を開設

  平成12年３月 寄宿舎（新匠寮）を閉鎖。専攻研修生制度を廃止

  平成14年４月 教務課、技能開発課を統合し、訓練課を設置

訓練課に機械・金属グループ、電子・制御グループ及び情報グループを設置

エンジン技術科を廃止

　平成20年４月 沼津市大岡に新校舎を建設移転し、離転職者訓練や在職者訓練を拡充

　平成22年４月 訓練課の各グループを廃止し、企画・情報班、機械・金属班及び電子・制御

班を設置

離転職者訓練に介護福祉士養成科（２年課程）を開設する等委託訓練を拡充

在職者訓練にオーダーメード型訓練を開設

　平成23年４月 成長産業分野技術者スキルアップ支援事業として在職者訓練のコースを拡大

　平成24年１月 東日本大震災被災者向け特別訓練コースを実施

　　　　　３月 ものづくり担い手職場定着支援事業開始

　平成29年４月 離転職者訓練ＣＡＤ科を廃止

　令和元年７月 離転職者訓練機械科（定員５人×２回）をＮＣ機械科（定員10人×１回）に

変更

　令和３年４月 静岡県立工科短期大学校沼津ｷｬﾝﾊﾟｽを開校（専門課程２年：各科定員20人）

(2) 概　　要
　　本校は、平成20年４月に沼津市東椎路から沼津市大岡の技能五輪国際大会会場跡地に移転

　した。

　　事業内容として、概ね30歳以下の若年者を対象に実学融合による２年制の職業訓練を実施

　し、創造性豊かな実践技術者の養成に努めている。令和３年４月より、静岡県立清水技術専

　門校とともに教育内容を高度化し、基本理念である「現場に立って、自ら考え、行動できる

　人材を育成」の下、高い技能と高度な技術力を備えた人材の育成を目指し静岡県立工科短期

　大学校として開校した。また、在職者の職業能力向上と離転職者の再就職の円滑化を図るた応

　め、社会的ニーズに応じた在職者訓練、離転職者訓練等の社会人訓練を実施している。

　  職業生活の長期化等に伴い、企業内の職業能力開発促進体制の確立を図るための指導・助

　成や自己啓発の奨励を行うとともに、技能が尊重される良好な環境づくりへの支援等を行っ

　ている。

　　本校に付設されている東部技能センターにおいては、地域企業・業界の活性化に向けた各

　種研修・講習会への会場の提供等を積極的に推進する他、技能祭をはじめ各種の催しを実施

　することで、広く県民の技能尊重気運の醸成と職業訓練の普及・振興を図っている。

　　これら各種事業の実施にあたっては、公共職業安定所をはじめ、関係機関との密接な連携

　のもと、時代の要請に応えるべく努めている。

事務事業の概要
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(3)　組織図 (沼津技術専門校）

 課　長 １人

総務課

 主　査 ２人

 主　任 １人

 課  長（技監兼） １人

 機械・金属班長 １人

訓練課

 電子・制御班長 １人

 情報班長 １人

 主  査 ３人

 主　任 ５人

 技　師 １人

職　名 人数

会計年度任用職員 １３人

技監

　  職員数計１８人

（その他非常勤職員等）

校長

(東部技能センター
 所長)
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令和２年度 19,394千円

　　 ア 目的
           実践技術者としての知識 ・技術を習得させるとともに、産業社会に適応できる職業人として

       の人格形成を目指して、概ね30歳以下の意欲のある若者を対象に２年間の職業訓練を実施し

       ている。

 　　イ　計画・実勢計画・実績

          技能の基となる基礎的技能訓練の徹底を図るとともに、技術革新や高度情報化などの時代の

       変化に対応するため、ネットワーク構築実習等の訓練を実施した。

      　  さらに、総合実習として校内及び就職内定企業において各自が定めたテーマで研究・開発を   

       行うことで、生産性、品質管理等を念頭においた製品製作の必要性を学ぶなど、即戦力となる

       技術者の育成に努めた。

   また、就職支援担当による個別指導の強化により修了生43人全員の就職が決定し、就職率は

　　  100％となった。

経済産業部　９

（令和２年度）
定員

充足率

(B/A)
人 人 人 人 ％ 人 人 人

1 20 8 9 9 45.0 9 3 (6)

2 20 16 15 15 75.0 15 0 15 

1 20 10 19 18 90.0 18 3 (15)

2 20 15 18 18 90.0 17 1 16 

1 20 47 18 17 85.0 17 4 (13)

2 20 19 15 15 75.0 12 0 12 

1 60 65 46 44 73.3 44 10 (34)

2 60 50 48 48 80.0 44 1 43 

※　機械技術科1年応募者8名に加え３名が第２志望合格。電子技術科1年応募者10名に加え
　　　 　　　９名が第２志望合格。

（令和３年度）

（令和３年９月30日現在）
定員

充足率

(B/A)

人 人 人 人 ％ 人 人 人

2 20 8 9 9 45.0 9 3 (6)

2 20 10 19 18 90.0 13 6 (12)

2 20 47 18 17 85.0 13 0 (13)

2 60 65 46 44 73.3 35 9 (31)

２ 訓練別の事務又は事業の目的、計画、実績及び評価・改善

 （１）　若年者コース訓練事業

訓練生の調

科　　名

科　　名

機 械 技 術 科

電 子 技 術 科

情 報 技 術 科

学年
定員
(A)

応募
者数
※

合格
者数

入校
者数
(B)

年度当初
在籍者数

中退
者数

修了者
(現在数）

機 械 技 術 科

電 子 技 術 科

情 報 技 術 科

 計

学年
定員
(A)

応募
者数
※

合格
者数

入校
者数
(B)

年度当初
在籍者数

中退
者数

修了者
(現在数）

3



経済産業部　１０

（令和２年度）

就職者 自営 その他
計

 　人  　人  　　　人  　　　人  　　人 人  　人  　　人 ％

（令和３年度）

（令和３年９月30日現在）

就職内 自営 その他
定者計

(B)

 　人  　人  　　　人  　　　人  　　人 人   人  　　人 ％

　　 　生産現場のリーダーを育成する実学の府として、現場で必要となる高い技能と高度な技術力

　　を身に着け、生産現場の課題を自ら考えて発見し、解決に向けて行動できる人材を工科短大で

　　も引き続き育成していく。

修了者の就職状況調

就　職　者　数
県内企業

令和３年度修了予定者の就職内定状況調

就職内定者数
県内企業

   ウ　評価・改善

訓練科別
修了
者数

就職希
望者数

就業率従業員
300人
未　満

従業員
300人
以　上

県　外
企　業

機 械 技 術 科 15 15 7 8 0 15 0 0 100.0

電 子 技 術 科 16 16 11 4 1 16 0 0 100.0

情 報 技 術 科 12 12 8 2 2 12 0 0 100.0

計 43 43 26 14 3 43 0 0 100.0

訓練科別
在校
者数

就職希
望者数

(A)

内定率
(B/A)

従業員
300人
未　満

従業員
300人
以　上

県　外
企　業

機 械 技 術 科 6 6 2 2 0 4 0 0 66.7

電 子 技 術 科 12 12 7 3 0 10 0 0 83.3

情 報 技 術 科 13 13 11 2 0 13 0 0 100.0

計 31 31 20 7 0 27 0 0 87.1
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（２）事業主等の行う職業訓練に対する援助事業

　ア    目的

〇 全国団体認定訓練事業費助成

令和２年度  25,668千円（補助金 25,668千円）  国10/10

〇 認定訓練事業費助成

令和２年度　26,595千円（補助金 26,595千円）  国1/2、県1/2

イ    計画･実績

経済産業部　１１

 区 実施  認定  実施  計画人  休止  実施率

 分 区分  校数  校数  員（Ａ）  校数   (B/A)

 普 共　同 7 4 32 人 19 人 9 人 4 人 32 人 3 100.0%

 通 単　独 2 0 0 0 0 0 2

 課  

 程  　計 9 4 32 19 9 4 32 5 100.0%

 短 共　同 8 8 1,743 789 789 0 45.3%

 期 単　独 12 11 18 17 17 1 94.4%

 課  

 程  　計 20 19 1,761 806 806 1 45.8%

  合　　　計 29 23 1,793  825  9  4  838  6 46.7%

   職業人として有為な労働者の養成と生涯訓練の推進を図るため、認定職業訓練を行う全国

的な中小企業事業主団体の連合団体及び中小企業事業主等に対し、当該職業訓練が円滑

に行われるよう指導を行うとともに、事業の運営に要する経費の一部を助成する。

　普通課程は、木造建築科、造園科、塑性加工科、和裁科を計画して実施した。

　短期課程は、57の訓練コースを計画して実施した。

認定職業訓練実施状況調
（令和２年度）

 訓　　　　練　　　　生　　　　数

　１　年  ２　年  ３　年  　計　(B)

－

－ －

－ －

－ －
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令和２年度 22,381千円

　 社会人に対する訓練として、在職者訓練、離転職者訓練及び職業訓練施設開放事業を行っている。

①　在職者訓練事業

　ア　目的

　　　　職業生活の長期化、技術革新の進展、産業･就業構造の多様化等に対応するため、在職労働者

　　　に対して職業に必要な知識･技能を習得させ、もって職業能力の開発と技能の向上を図る。

　イ  計画・実績

　　　　実施に当たっては、受講者のアンケート等を通じて訓練ニーズを把握し、訓練コースの設定や訓練

　　　内容の充実に努め、通常在職者訓練として21科目245人、オーダーメイド訓練として6科目150人、

　　　生産性向上職業訓練として8科目32人、計35科目427人の訓練を実施した。

経済産業部　１２

回数
人員
(A)

受講
者(B)

修了
者

訓練
日数

訓練
時間

回 人 人 人 日 時間 ％

機 械 Ｃ Ａ Ｄ 基 本 2 20 14 13 10 48 70.0 昼

機 械 Ｃ Ａ Ｄ 応 用 2 20 11 9 9 42 55.0 昼

三次元ＣＡＤ（ソリッド編） 1 10 5 5 10 30 50.0 夜

三次元ＣＡＤ（サーフェス編） 1 10 3 3 2 12 30.0 昼

建築製図 建 築 Ｃ Ａ Ｄ ( 初 級 ) 2 20 9 8 8 24 45.0 夜

ガ ス 溶 接 技 能 講 習 4 80 58 57 8 56 72.5 昼

ア ー ク 溶 接 特 別 教 育 1 20 7 7 2 14 35.0 昼

第二種電気工事士筆記試験対策
（ 一 般 問 題 ・ 配 線 図 )

1 10 4 4 6 18 40.0 夜

第二種電気工事士技能試験対策
（ 基 本 作 業 ・ 複 線 図 変 換 ）

1 7 7 5 4 12 100.0 夜

第二種電気工事士技能試験対策
（ 候 補 課 題 作 成 ）

1 7 8 8 9 27 114.3 夜

第一種電気工事士筆記試験対策
（ 一 般 問 題 ）

1 10 6 4 3 18 60.0 昼

第一種電気工事士技能試験対策 1 5 5 5 3 18 100.0 昼

第一種電気工事士技能試験対策 1 5 4 4 6 18 80.0 夜

C 言 語 プ ロ グ ラ ミ ン グ （ 初 級 編 ） 1 10 5 5 9 18 50.0 夜

C 言 語 プ ロ グ ラ ミ ン グ （ 中 級 編 ） 1 10 6 5 9 18 60.0 夜

ビ ジ ネ ス 活 用 （ エ ク セ ル 基 礎 ） 1 15 11 10 5 15 73.3 夜

ビ ジ ネ ス 活 用 （ エ ク セ ル 応 用 ） 2 30 23 22 10 30 76.7 夜

エ ク セ ル ビ ジ ネ ス 活 用 関 数 編 2 20 15 13 10 30 75.0 夜

パ ワ ー ポ イ ン ト 入 門 2 30 24 23 12 36 80.0 夜

エ ク セ ル Ｖ Ｂ Ａ 入 門 2 30 17 16 12 36 56.7 夜

エ ク セ ル VBA プ ロ グ ラ ミ ン グ 応 用 1 10 3 2 9 18 30.0 夜

（３）　社会人訓練事業

 在職者訓練実施状況調
（令和２年度）

計  　画 実　　　　　　績
区
分

訓 　練 　科 専   攻   科   目
定員

充足率
(B/A)

備考

機械製図

溶　　　接

電気工事

コンピュータ制御

ＯＡ事務

在
　
職
　
者
　
コ
　
ー
　
ス
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回数
人員
(A)

受講
者(B)

修了
者

訓練
日数

訓練
時間

計  　画 実　　　　　　績
区
分

訓 　練 　科 専   攻   科   目
定員

充足率
(B/A)

備考

製 造 基 礎 教 育 1 7 7 7 2 14 100.0 昼

製造基礎教育Ｔ1-1・1-2・2-1・2-2
（ 機 械 基 本 ）

4 42 42 42 8 56 100.0 昼

製造基礎教育Ｔ1-1・1-2・2-1・2-
2 ・ 3 （ 手 仕 上 げ の 基 本 ）

5 58 58 58 5 35 100.0 昼

定 住 外 国 人 の 方 の た め の
生 産 技 術 基 礎 教 育 に つ い て 1 3 3 3 1 7 100.0 昼

信 用 金 庫 営 業 職 員 の た め の
製 造 業 基 礎 研 修 に つ い て

2 24 24 24 2 14 100.0 昼

ＯＡ事務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（オーダーメイド） 製 造 基 礎 教 育 Ｔ ３ （ Excel ） 1 16 16 16 2 14 100.0 昼

幾 何 公 差 （ 入 門 編 ） 1 5 7 7 2 12 140.0 昼

幾 何 公 差 （ 実 践 活 用 編 ） 1 5 3 3 2 12 60.0 昼

リ レ ー シ ー ケ ン ス 制 御 （ 入 門 ) 1 8 8 7 4 12 100.0 夜

シ ー ケ ン ス 制 御 （ PLC 初 級 ) 1 5 5 4 4 12 100.0 夜

シ ー ケ ン ス 制 御 （ PLC 中 級 ) 1 5 2 1 2 12 40.0 昼

は じ め て の テ レ ワ ー ク
～ 上 手 に 使 っ て 自 己 実 現 ～

1 10 2 2 1 2 20.0 昼

待ったなし！ テレワーク・Web面接の導入 1 10 2 2 1 2 20.0 昼

今すぐできる！ 企 業デジタ ル 化 1 10 3 3 1 3 30.0 昼

53 587 427 407 193 745 72.7 合　　　　　　　　　計

機械加工
（オーダーメイド）

ロボット
(生産性向上職業訓

練）

メカトロ二クス
(生産性向上職業訓

練）

(生産性向上職業訓
練）

在
　
職
　
者
　
コ
　
ー
　
ス
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　　②　離転職者訓練事業

　　　　ア　目的

　　　　イ　計画・実績

経済産業部　１３

（令和２年度）
 定員

充足率

 (B/A)

人 人 人 人 時間 ％ ％

5 5 4 4 700 80.0 R2.6 ６か月 100.0 

5 4 2 2 700 40.0 R2.9 ６か月 100.0 

5 2 2 2 700 40.0 R2.12 ６か月 100.0 

5 2 2 2 700 40.0 R3.3 ６か月 0.0 

 （　計　） 20 13 10 10 - 50.0 - - 80.0 

ＮＣ機械 10 - - - 650 - - ５か月 - 休止

 （　計　） 10 0 0 0 - 0.0 - - -

10 8 7 6 697 70.0 R2.4 ６か月 83.3 

10 8 6 6 697 60.0 R2.10 ６か月 100.0 

 （　計　） 20 16 13 12 - 65.0 - - 91.7 

電気工事 10 13 8 8 1,272 80.0 R2.4 10か月 87.5 

 合　　　　計 60 42 31 30 - 51.7 - - 86.7 

　　　　　　 経済の変動、産業・就業構造の変化等に伴って発生した離転職者に対 し、県立専門校及び外部

　　　　　施設において、新たな職業に必要な基礎的技能 ・知識を付与することにより、再就職の促進を図る。

　　　　　　公共職業安定所、その他関係機関と連携し、企業で需要が高い専門的技術・技能を修得させるた

　　　　　め、電気工事・溶接など3科7コースで31人の訓練を実施した。 

離転職者訓練実施状況調

訓   練   科
定員
(A)

応募
者

受講
者
(B)

修了
者

訓練
時間

訓練
開始月

月数又
は日数

就職率
摘　要

溶　　　　接

住宅リフォーム
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　　③　職業訓練施設開放事業

       ア　目的

           専門校を地域に開かれた職業訓練施設とするため、在職者に対して施設等の開放を行い、労働者の

         職業生活全期間にわたる多様な教育訓練機会の提供と、幅広い職業能力の開発・向上を図る。

       イ　計画・実績

（令和２年度）

実（人） 延（人）

製図室 0 0 0 0 

パソコン 0 0 0 0 

インターネット 3 3 45 45 子ども向けプログラミングクラブ

旋盤 2 2 18 18 後期　技能検定（実技試験）

フライス盤 0 0 0 0 

三次元測定機 0 0 0 0 

アーク溶接 20 20 320 320 

溶接技能者評価試験、JIS評価試験予
備講習、ベトナム人技能実習生の溶
接練習、アーク溶接特別教育、静岡
型プロフェッショナルエンジニアリ
ング育成講座、ものづくりマイス
ターの実技指導、静岡県ものづくり
競技大会

半自動溶接機 9 9 362 362 
溶接技能者評価試験、JIS評価試験予
備講習

TIG溶接機 9 9 225 225 
溶接技能者評価試験、JIS評価試験予
備講習

多目的実習場（東部技能センター）3 3 73 73 
液化石油ガス設備士第２技能試験・
実習、後期 技能検定（実技試験）

視聴覚室 6 6 170 170 
溶接技能者評価試験、社員研修、液
化石油ガス設備士第２技能試験・実
習

技能センター教室（A） 10 17 225 233 

溶接技能者評価試験、JIS評価試験予
備講習、アーク溶接特別教育、静岡
型プロフェッショナルエンジニアリ
ング育成講座、後期 技能検定（実技
試験）、静岡県ものづくり競技大会

技能センター教室（B） 2 2 20 20 
社員研修、後期 技能検定（実技試
験）

溶接実習場 6 6 18 18 溶接技能者評価試験

講堂兼技能検定場 0 0 0 0 

その他 2 3 15 15 後期 技能検定（実技試験）

合　　　　計 72 80 1,491 1,499 

           技能検定試験及び事業主等が従業員に対して行う講習等に施設を開放した。

職業訓練施設開放事業実施状況調

人　員
機器・教室等名 件　数 延日数 使　用　目　的
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 (４)　離職者等再就職支援事業
令和２年度 65,006千円（委託料 64,034千円）

　　　ア　目的

　　　　　長期的な景気低迷に伴う厳しい雇用情勢の中、再就職が困難な状況にある離職者を対象に、

　　　　新たな職業に必要な基礎的技術 ・知識を付与する効果的な職業訓練を民間教育機関等に委託 

　　　　して、機動的・弾力的に実施することにより、早期再就職の促進を図る。

　　　　　公共職業安定所、その他関係機関と連携し、企業で需要の高い医療事務、介護等の知識 ・

　　　　技能を修得させるため、医療事務科や介護職員初任者科等11科27コースで364人の訓練を実施

　　　　した。

経済産業部　１３

(令和２年度）
 定員

充足率

(B/A)
人 人 人 人 時間 ％ 人 人 ％

介 護 福 祉 士 実 務 者 研 修 20 15 14 14 648 70.0 R3.2 6か月 0 - - 就職率未確定

20 21 19 18 220 95.0 R2.9 2か月 0 13 72.2

20 13 11 11 202 55.0 R2.11 2か月 0 8 72.7

20 17 13 13 220 65.0 R3.1 2か月 0 9 69.2

20 23 17 13 331 85.0 R2.6 3か月 4 6 58.8 未就職新規学卒者優先

20 32 20 17 300 100.0 R2.6 3か月 3 13 80.0

20 21 18 16 326 90.0 R2.7 3か月 1 11 70.6

20 11 11 10 324 55.0 R2.10 3か月 0 6 60.0 オフィスマスター

20 8 8 7 328 40.0 R2.11 3か月 0 5 71.4

20 17 14 13 330 70.0 R3.1 3か月 0 9 69.2 母子家庭の母等優先

20 21 19 19 330 95.0 R3.3 3か月 0 - - 就職率未確定

20 12 10 10 312 50.0 R2.10 3か月 0 6 60.0

15 8 7 7 304 46.7 R2.12 3か月 0 7 100.0

20 15 14 13 317 70.0 R2.6 3か月 0 9 69.2 未就職新規学卒者優先

20 18 17 17 317 85.0 R2.8 3か月 0 15 88.2

10 12 10 9 315 100.0 R2.11 3か月 0 7 77.8

10 11 9 9 221 90.0 R3.1 2か月 0 7 77.8

20 20 18 17 317 90.0 R3.2 3か月 1 10 61.1

20 15 11 9 330 55.0 R2.4 3か月 2 8 90.9

20 31 20 19 330 100.0 R2.9 3か月 1 17 90.0

20 17 15 15 330 75.0 R2.12 3か月 0 14 93.3

OA 経 理 事 務 （ 簿 記 ２ 級 ） 20 35 20 19 559 100.0 R2.8 5か月 0 19 100.0

15 43 15 15 339 100.0 R2.9 3か月 0 10 66.7

15 31 15 15 343 100.0 R3.2 3か月 0 9 60.0

（ 定 住 外 国 人 ） 介 護 職 員 初 任 者 12 10 8 7 330 66.7 R2.11 3か月 0 6 85.7

（定住外国人）販売・観光サービス 15 9 8 8 200 53.3 R3.1 2か月 0 2 25.0

大型自動車一種運転業務従事者育成 10 3 3 3 98 30.0 R2.11 2か月 0 2 66.7

 合　　　　計 482 489 364 343 - 75.5 - - 12 228 74.5 就職率は未確定分を除く

　　　イ　計画・実績

離職者等再就職支援事業実施状況調

 訓   練   科
定員　
(A)

応募
者

受講
者(B)

修了
者

訓練
時間

訓練
開始月

月数又
は日数

中退就
職数

就職
者数

就職率
＊

摘　要

介 護 職 員 初 任 者 （ 2 か 月 ）

Ｐ Ｃ ビ ジ ネ ス Ｉ Ｔ

医 療 ・ 調 剤 事 務

ビ ジ ネ ス 実 務 （ 簿 記 ３ 級 ）

ビジネスＷｅｂ（ネットビジネス）

Ｐ Ｃ ビ ジ ネ ス
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（５）　技術専門校障害者再就職支援事業
令和２年度 17,324千円（委託料  13,098千円）

　　　 ア　目的

    　　　　近年の多様化した職業訓練ニ－ズへの対応と、地域社会における再就職の積極的な支援のため、

　　　　 障害のある方の訓練を実施する。

       イ  計画・実績

　　　　　 公共職業安定所、社会福祉協議会、障害者就業・生活支援センタ－等の関係機関と連携し、

　　　  実践能力習得訓練で7科7コース7人、知識技能習得訓練で２科3コース40人の訓練を実施した。

経済産業部　１３

（令和２年度）
定員

充足率

 (B/A)

人 人 人 人 時間 ％ ％

洗 浄 作 業 科 1 1 1 1 240 100.0 R2.5 2 100.0 

リ サ イ ク ル 作 業 科 1 1 1 1 240 100.0 R2.5 2 0.0 

電 子 設 計 科 1 1 1 464 100.0 R2.5 3 

清 掃 作 業 科 1 1 1 1 157 100.0 R2.6 2 100.0 

部 品 加 工 科 1 1 1 1 220 100.0 R2.8 3 100.0 

施 設 清 掃 科 1 1 1 1 238 100.0 R2.12 3 100.0 

フ ロ ン ト 科 1 1 1 1 205 100.0 R2.12 3 100.0 

 （　計　） 7 7 7 6 － 100.0 83.3 

15 25 15 14 403 100.0 R2.8 ４か月 42.9 

15 26 15 14 402 100.0 R2.9 ４か月 21.4 

デ ュ ア ル シ ス テ ム
商 品 物 流

10 11 10 10 402 100.0 R2.11 ４か月 30.0 

 （　計　） 40 62 40 38 － 100.0 31.6 

47 69 47 44 － 100.0 － － 38.6 

 ウ　  評価・改善

    　 令和３年９月末現在の就職率（R２年度修了者）は、実践能力習得訓練は83.3％、知識・技能習得

　　訓練では31.6％であった。

　　　今後も、公共職業安定所、障害者就業・生活支援センター等との連携により　就労を希望する障害

　　者を掘り起こし、 訓練の受講により就労促進を図っていく。　

障害者再就職支援事業実施状況

 合　　　　計

 訓   練   科
定員
(A)

応募者 受講者
(B)

修了者
訓練
時間

訓練
開始月

月数又
は日数

就職率
＊

摘　要

知
識
技
能

習
得
訓
練

デ ュ ア ル シ ス テ ム
パ ソ コ ン 実 務

実
践
能
力
習
得
訓
練
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（６） 静岡県東部技能センターの管理運営

             事業主が技術革新の進展及び産業構造の変化などへの対応を図るために行う教育訓練、技能

          検定及び技能競技大会に対する施設貸与等を行い、もって県東部地域における技術 ・技能の指

          導及び開発の拠点校として、在職労働者の技能の向上とともに地元企業の発展に努める。

             技能労働者に対する職業能力開発向上のための訓練及び研修等の施設として活用するほか、

          事業主等が行う教育訓練、技能検定及び各種競技大会等への施設貸与並びに職業能力開発に

     　　 関する情報の提供を行った。

（令和２年度）

備　　　　　　　考

離 転 職 者 訓 練 293 日 833 人

在 職 者 訓 練 21 日 196 人

施 設 開 放 80 日 1,499 人

計 394 日 2,528 人

0 日 0 人

394 日 2,528 人 R元年度は延4,555人

　　　　　 静岡県東部技能センターは、労働者の技能習得意欲を増進させるとともに、労働者の雇用の安定

　　　　及び社会的な評価の向上に重要な役割を果たしている。令和２年度の利用者数は、新型コロナウィル

　　　　 ス感染症禍の影響もあり前年度と比較して45.5％減となった。

        

        ア　目的

        イ　計画・実績

区            分 延　　日　　数 延　　　人　　　員

技能検定合格証書伝達式

合計

      ウ 　 評価・改善

　　　　 　 今後も企業・団体等との連携を更に深め、労働者のための各種技能教育の場としての役割に

　　　　 ついて積極的なＰＲを進めていく。               

職
業
訓
練
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様式第１号－４

   事      業      名

 若年者コース訓練 職業能力開発促進法（第15条の６）
職業能力開発促進法施行令
職業能力開発促進法施行規則
職業安定法（第33条の２）
職業安定法施行規則
静岡県立職業能力開発施設の設置、運営及び授業料等に関する条例

静岡県立職業能力開発施設の行う職業訓練の基準を定める規則

 認定職業訓練援助・助成 職業能力開発促進法（第４条第２項、第13条、第15条の２、第15条の３、
　　　　　　　　　　第24条～第26条の２）
職業能力開発促進法施行規則
雇用保険法（第63条第１項第７号）
雇用保険法施行規則
静岡県補助金等交付規則
静岡県認定訓練助成事業費補助金交付要綱
静岡県広域団体認定訓練助成金支給要綱

 在職者訓練 職業能力開発促進法（第15条の６）
職業能力開発促進法施行規則
静岡県立職業能力開発施設の設置、運営及び授業料等に関する条例

静岡県立職業能力開発施設の行う職業訓練の基準を定める規則
在職者訓練実施要綱
成長産業分野人材育成支援事業実施要項

 離転職者訓練 職業能力開発促進法（第15条の６）
職業能力開発促進法施行規則
職業安定法（第33条の２）
職業安定法施行規則
静岡県立職業能力開発施設の設置、運営及び授業料等に関する条例

静岡県立職業能力開発施設の行う職業訓練の基準を定める規則
離転職者訓練実施要綱

 職業訓練施設開放 職業能力開発促進法（第15条の２）
県立専門校施設開放事業実施要綱

 離転職者等再就職支援事業 職業能力開発促進法（第15条の６）
職業能力開発促進法施行規則
静岡県立職業能力開発施設の設置、運営及び授業料等に関する条例

離転職者訓練実施要綱
委託訓練実施要領

 障害者再就職支援訓練 職業能力開発促進法（第15条の６）
職業能力開発促進法施行規則
静岡県立職業能力開発施設の設置、運営及び授業料等に関する条例

障害者の多様なニーズに対応した委託訓練実施要領

 技能センタ―管理・運営 静岡県技能センタ―管理及び運営要綱

 職業訓練手当支給 雇用対策法（第18条）
雇用対策法施行令
雇用対策法施行規則
雇用保険法（第36条）
雇用保険法施行規則
職業能力開発促進法（第23条第２項）

事  業  の  根  拠  法  令  調

 　　　根　　　　　　拠　　　　　　法　　　　　　令

静岡県立職業能力開発施設の設置、運営及び授業料等に関する条例施行規則

静岡県立職業能力開発施設の設置、運営及び授業料等に関する条例施行規則

静岡県立職業能力開発施設の設置、運営及び授業料等に関する条例施行規則

静岡県立職業能力開発施設の設置、運営及び授業料等に関する条例施行規則

静岡県立職業能力開発施設の設置、運営及び授業料等に関する条例施行規則

職業能力開発促進法第15条の６第１項ただし書に規定する静岡県立職業能力開発
施設以外の施設で行うことができる職業訓練等を定める条例

職業能力開発促進法第15条の６第１項ただし書に規定する静岡県立職業能力開発
施設以外の施設で行うことができる職業訓練等を定める条例

職業能力開発促進法第15条の６第１項ただし書に規定する静岡県立職業能力開発
施設以外の施設で行うことができる職業訓練等を定める条例

13



様式第２号

職　　　　員　　　　調

（令和３年９月30日現在）

整理
番号

職　　名 氏　　名 事務分担 住　　所
勤務
年数

摘　　　　　　　　要

1 校長 山梨 利之 総括 □□□ □□ □□□

2
技監兼訓練課長
(技)

井出 裕之 教務課総括 □□□ □□ □□□

《総務課》

3 総務課長(事) 室伏 康弘
総括補佐、課総
括

□□□ □□ □□□

4 主査(事) 千曵 和也 庶務会計 □□□ □□ □□□

5 主査(事) 渡邉 恵美 庶務会計 □□□ □□ □□□

6 主任(事) 石原  靖 庶務会計 □□□ □□ □□□

《訓練課》

技監兼訓練課長
(技)

井出 裕之 前掲 □□□ □□ □□□

7
機械・金属班長
(技)

平田 宏彰
班総括、機械・
金属

□□□ □□ □□□

8 主査(技) 髙貝 嘉明 機械・金属 □□□ □□ □□□

9 主任(技) 渡邉 竜也 機械・金属 □□□ □□ □□□

10 技師 遠藤 佳緒人 機械・金属 □□□ □□ □□□

11
電子・制御班長
(技)

岩﨑 敏也
班総括、電子・
制御

□□□ □□ □□□

12 主査(技) 鷲田 浩子 電子・制御 □□□ □□ □□□

13 主査(技) 稲葉   聡 電子・制御 □□□ □□ □□□

14 主任(技) 香山 宣人 電子・制御 □□□ □□ □□□

15 情報班長(技) 鈴木 健三 班総括、情報 □□□ □□ □□□

16 主任(技) 髙木 郁子 情報 □□□ □□ □□□

17 主任(技) 勝俣 安伸 情報 □□□ □□ □□□

18 主任(技) 八巻 優介 情報 □□□ □□ □□□

平均勤務年数 3.0 
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《会計年度任用職員》 （令和３年９月30日現在）

整理
番号

職　　名 氏　　名 事務分担 住　　所
勤務
年数

摘　　　　　　　　要

1 会計年度任用職員 土屋 菊雄 総務事務補助 □□□ □□

2 会計年度任用職員 望月 哲夫 向上訓練推進 □□□ □□

3 会計年度任用職員 相良 和彦 職業訓練推進 □□□ □□

4 会計年度任用職員 田中 秀雄 巡回就職指導 □□□ □□

5 会計年度任用職員 小宮 久美子 巡回就職指導 □□□ □□

6 会計年度任用職員 安本 恭子
定住外国人職
業訓練コーディ
ネーター

□□□ □□

7 会計年度任用職員 原　香代子
障害者職業訓
練コーディネー
ター

□□□ □□

8 会計年度任用職員 鹿島 俊一郎
障害者職業訓
練コーチ

□□□ □□

9 会計年度任用職員 東　敏子
委託訓練事務
補助

□□□ □□

10 会計年度任用職員 渡邉 尚美
委託訓練事務
補助

□□□ □□

11 会計年度任用職員 川口 由紀子
委託訓練事務
補助

□□□ □□

12 会計年度任用職員 中川 久美子
委託訓練事務
補助

□□□ □□

13 会計年度任用職員 中之 文香
委託訓練事務
補助

□□□ □□

15



職員の年齢調
（令和３年９月30日現在）

健 康 管 理
１ 前年度受診状況

２ 本年度在籍者の健康管理区分結果

年 齢 人 員（人） 摘 要

２０歳未満 ０

２０歳以上３０歳未満 １

３０歳以上４O 歳未満 ４

４０歳以上５０歳未満 ５

５０歳以上５６歳未満 ２

５６歳以上６１歳未満 ５

６１歳以上 １ 再任用職員１人

計 １８ 平均年齢46.8歳

区 分 内 容 (1) 未受診の理由

受 診 状 況
受診者数 20人

職 員 数 20人

受 診 率 100.0％

県平均受診率 100.0％

健 康 管 理 区 分 人 数 (1) 管理区分Ａ～Ｃ２該当

者に対する措置状況

具体的な症状はないが、

今後も時間外勤務及び遠隔

地出張等の抑制を行う。

(2) 未区分の理由

ア 産休・育休 人

イ 新 規 採 用 人

ウ 自己都合による未受診 人

エ そ の 他

（ ） 人

(注) 本年度の健康管理区

分結果が出ていない職

員は、前年度の結果を

記載し、( )書きで再

掲

Ａ 休養のため必要な期間、勤務を休止させる。 0人

Ｂ１ 勤務時間を短縮し、時間外、休日、

宿日直勤務及び長期又は遠方への出

張をさける。また、必要に応じ勤務

場所、勤務内容の変更を行う。

要 治 療 0人

Ｂ２ 要経過観察 0人

Ｃ１ 勤務をほぼ平常に行ってよいが症状に

よっては、時間外、休日、宿日直勤

務及び長期又は遠方への出張等勤務

に制限を加える必要がある。

要 治 療 1人 （1人）

Ｃ２ 要経過観察 0人

Ｄ１

平常の勤務でよい。

要 治 療 7人 （4人）

Ｄ２ 要経過観察 5人 （1人）

Ｄ３ 医 療 不 要 5人 （2人）

区 分 者 計 18人 （8人）

未区分者数 0人

合 計 18人 （8人）
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様式第３号

職員配置調

（令和３年９月30日現在）

※ 「総務課」には、校長を含む。

区 分 総務課 訓練課 計

所 在 地

担 当 区 域

配

置

職

員

職 員 （ 事 ） ４ ４

職 員 （ 技 ） １３ １３

再任用職員（事） １ １

再任用職員（技）

会計年度任用職員 （１） （１２） （１３）

臨時的任用職員

計
５

(１)

１３

（１２）

１８

（１３）
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様式第７号－２

様式第７号－３

金融機関名
預金
種類

残高(円)

スルガ銀行
本店営業部

無利息型
普通預金 0 

スルガ銀行
本店営業部

無利息型
普通預金 0 

0 

保管現金有高調
（令和２年度）

（令和３年５月31日現在）

現金保管者 区　　　　　分 金　　額（円）

静岡県立沼津技術専門校
校長　　疋田　真左人

有料道路通行・有料駐車場料金
継続的資金前渡

0

預金調

（令和２年度）
（令和３年５月31日現在）

口座番号 口座名義人 摘要

1310043
静岡県立沼津技術専門校

資金前渡者　疋田　真左人
有料道路、駐車場料
金等継続的前渡資金

0133002
(自振口)静岡県立沼津技術専門校

資金前渡者　疋田　真左人
公共料金自動振替
等

　残　　高　　合　　計
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様
式

７
号

－
４

（
令

和
3
年

9
月

30
日

現
在

）

（
単

位
：
枚

、
円

）

枚
数

金
額

枚
数

金
額

枚
数

金
額

枚
数

金
額

枚
数

金
額

枚
数

金
額

枚
数

金
額

2
円

券
3

6
0

0
1

2
2

4
0

0
0

0
2

4
事

務
連

絡
用

1
0

円
券

3
2

32
0

0
0

2
2
0

3
0

30
0

0
0

0
0

3
0

30
0

事
務

連
絡

用

2
0

円
券

0
0

3
0

60
0

1
2
0

2
9

58
0

0
0

0
0

2
9

58
0

事
務

連
絡

用

5
0

円
券

3
6

1
,8

0
0

0
0

0
0

3
6

1
,8

0
0

0
0

1
5
0

3
5

1
,7

5
0

事
務

連
絡

用

6
2

円
券

2
12

4
0

0
0

0
2

12
4

0
0

0
0

2
12

4
事

務
連

絡
用

6
3

円
券

3
18

9
0

0
2

1
2
6

1
6
3

0
0

1
6
3

0
0

事
務

連
絡

用

8
2

円
券

3
4

2
,7

8
8

0
0

1
8
2

3
3

2
,7

0
6

0
0

0
0

3
3

2
,7

0
6

事
務

連
絡

用

8
4

円
券

0
0

20
0

16
,8

0
0

15
3

12
,8

5
2

4
7

3
,9

4
8

0
0

2
6

2
,1

8
4

2
1

1
,7

6
4

事
務

連
絡

用

9
2

円
券

3
1

2
,8

5
2

0
0

2
5

2
,3

0
0

6
55

2
0

0
0

0
6

55
2

事
務

連
絡

用

9
4

円
券

0
0

5
0

4
,7

0
0

7
6
5
8

4
3

4
,0

4
2

0
0

0
0

4
3

4
,0

4
2

事
務

連
絡

用

10
0

円
券

2
8

2
,8

0
0

0
0

7
7
0
0

2
1

2
,1

0
0

0
0

9
90

0
1
2

1
,2

0
0

事
務

連
絡

用

12
0

円
券

4
4

5
,2

8
0

0
0

9
1
,0

8
0

3
5

4
,2

0
0

0
0

3
36

0
3
2

3
,8

4
0

事
務

連
絡

用

14
0

円
券

1
5

2
,1

0
0

3
0

4
,2

0
0

3
4
2
0

4
2

5
,8

8
0

0
0

3
42

0
3
9

5
,4

6
0

事
務

連
絡

用

20
5

円
券

1
6

3
,2

8
0

0
0

2
4
1
0

1
4

2
,8

7
0

0
0

4
82

0
1
0

2
,0

5
0

事
務

連
絡

用

計
21

,5
3
9

26
,3

0
0

18
,6

7
0

29
,1

6
9

0
4
,7

9
7

24
,3

7
2

郵
　

券
　

等
　

受
　

払
　

調

2
　

年
　

度
3
　

年
　

度

繰
　

越
受

　
入

払
　

出
繰

　
越

受
　

入
払

　
出

差
引
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高
区

　
分

種
　

類
摘

　
要

郵
　

券
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（余白）
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様式第10号－２

R1年度 R2年度 左のうち、前年度

からの繰越額分

一般 経済産業費 就業支援費 職業能力開発費 98,943,859

計 90,306,733 98,943,859 0

一般 経営管理費 経営管理費 管財費 8,675,700

計 2,430,000 8,675,700 0

計 0 0 0

一般 経済産業費 就業支援費 職業能力開発費 332,345,409

計 13,131,674 332,345,409 0

一般 経済産業費 就業支援費 職業能力開発費 70,671,000

計 110,161,357 70,671,000 0

計 0 0 0

委託料等歳出予算執行状況節別集計表

執行済額（円）

節　　名 会計 款 項 目

(13)
委託料

(15)
工事請負費

(17)
公有財産購
入費

(18)
備品購入費

(19)
負担金、補
助及び交付
金

(22)
補償、補填
及び賠償金
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様式第１２号

円 円

（前年度後期分）

69,082,221 13,166,000

（当年度前期分）

32,039,650 12,502,584

普通課程 0人 （小計） （小計）

短期課程 854人

普通課程 32人

短期課程 1,043人

受給対象者
43人

18,070,673 18,070,673

　 合　　計 49件 162,162,844 70,335,200

補 助 金

整
理
番
号

対象事業名 交  付  先 補助の根拠 事業の実績 総事業費 補助金額

認定訓練を実施する全
国的な規模の中小企
業事業主団体に対して
訓練に必要な経費を助
成

101,121,871 25,668,584

2
認定訓練助成
事業

職業訓練法人
伊東職業訓練
協会
外4団体

静岡県認定
訓練助成事
業費補助金
交付要綱

認定訓練を実施する中
小企業事業主団体に
対して訓練に必要な経
費を助成 75,009,950 26,595,943

3
職業訓練手当
支給事業

静岡県職業
訓練手当支
給規則

公共職業安定所長の
受講指示により職業訓
練を受ける受給資格者
に対し訓練手当を支給

1
全国団体認定
訓練助成事業

職業訓練法人
全国建設産業
教育訓練協会

静岡県広域
団体認定訓
練助成金支
給要綱
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（令和２年度）

年 月 日 金　　額 年 月 日 金　　額  年月日
確認年月

日

円 円

国の交付決定

R2.7.10 13,166,000 R2.8.3 13,166,000 R2.3.31 R2.6.26 R2.6.30

R2.12.4 12,502,584 R2.12.15 12,502,584 R2.9.30 R2.11.20

R2.6.26 26,890,343 R2.9.4 15,406,664

R3.3.1 △ 294,400 R3.3.22 11,189,279 R3.3.31 R3.3.31 国の交付決定

(R3.4.8) R2.7.21

（小計） 26,595,943 （小計） 26,595,943

国の交付決定

18,070,673 18,070,673 R2.6.23

70,335,200 70,335,200

支 出 調

交　　付　　決　　定 交　　　　　　　付 事　　業　　完　　了

補助率 摘　　　要

補助対象
経費の2/3
以内
国庫　1/1

＊前年度実績に対
   する当年度補助

（小計） 25,668,584 （小計） 25,668,584

補助対象
経費の2/3
以内
国　1/2
県　1/2

定額
国　1/2
県　1/2

R2.4.1
～

R3.2.7

R2.5.20
～

R3.4.20
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（余白）
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様式第１３号

整理

番号

1
株式会社データサービス
センター

新任指導員研修（基本実技（情報）） 2.12.24

2
コマツ教習所株式会社静岡
センタ

玉掛け技能講習１９Ｈコース 3.3.5

3 トレノケート株式会社 Developing on AWS　研修負担金 3.4.7

合　計 ３件

負担金支出調
　　　　　　　　　　 （令和２年度）

77,000 

27,800 

231,000 

335,800 

負担金名  交　　付　　先 負担根拠 事　　業　　内　　容 負担金額 支出年月日

研修
負担金

研修
負担金

37



様式第１９号

当初額 変更増減額 計

円 円 円 円

1,171,500 1,072,500 0 1,072,500

2,398,000 2,398,000 0 2,398,000

973,500 973,500 0 973,500

1,888,700 1,888,700 0 1,888,700

1,870,000 1,870,000 0 1,870,000

473,000 473,000 0 473,000

件

6 8,774,700 8,675,700 0 8,675,700

建　　　築　　　工　

契約金額整理番
号

予算
科目

工事名 工事箇所 当初設計金額

1
職業能
力開発

費

視聴覚教室腰壁設置
工事

沼津市大岡

2
職業能
力開発

費

機械科実習場他遮熱
フイルム等設置工事

沼津市大岡

3
職業能
力開発

費

短期大学校案内看板
設置工事

沼津市大岡

4
職業能
力開発

費

短期大学校化に係る
校名等改修工事

沼津市大岡

5
職業能
力開発

費

機械科実習場照明Ｌ
ＥＤ化工事

沼津市大岡

6
職業能
力開発

費

図書室等ネットワー
ク配線設備工事

沼津市大岡

合　　計
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円

2.12.28 1,072,500 －

3. 3.15

2.12.28 2,398,000 －

3. 3.26

3. 1.21 973,500 －

3. 2.18

3. 1.21 1,888,700 －

3. 3.26

3. 2. 5 1,870,000 －

3. 3.23

3. 2. 5 473,000 －

3. 3.12

8,675,700

　　事   　 調

　　　　　　　　　　　　　　（令和２年度）

契約
締結
方法

受注者
着　　　手
完成(予定)
年　月　日

支出済額 工事概要
公有財
産台帳

摘要

随契
有限会社カワ
グチ建設

視聴覚教室に腰壁を設置
令達年月日2.11.20
支払年月日3. 3.26 
随契１号（少額）

随契
富士峰建設株
式会社

機械科実習場、共通教室Ａ・Ｂ・Ｃ、
溶接科実習場、図書室に遮熱フイルム
等を設置

令達年月日2.11.20
支払年月日3. 4. 9 
随契１号（少額）

随契
株式会社宣秀
ネオン

敷地内南西部の法面に短期大学校の案
内看板を設置

令達年月日2.11.20
支払年月日3. 3. 5 
随契１号（少額）

随契
富士峰建設株
式会社

短期大学校化に際して、正門・外部
自立式案内板・玄関欄間・校内室内
札を改修

令達年月日2.11.20
支払年月日3. 4. 9 
随契１号（少額）

随契
東静電工株式
会社

機械科実習場照明ＬＥＤ化工事
令達年月日2.11.20
支払年月日3. 3.31 
随契１号（少額）

随契
小林電気工業
株式会社

図書室等ネットワーク配線設備工事
令達年月日2.11.26
支払年月日3. 3.31 
随契１号（少額）
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様式第２２号

数量又
は面積

台　帳
価　格

数量又
は面積

台　帳
価　格

数量又
は面積

台　帳
価　格

数量又
は面積

台　帳
価　格

千円 千円 千円 千円
2,125,129 973 70,595 2,055,507 

㎡ ㎡ ㎡ ㎡
17,834.55 699,277 17,834.55 699,277 

本 本 本 本
30 746 30 746 

㎡ ㎡ ㎡ ㎡
5,657.22 1,378,610 63,726 5,657.22 1,314,884 
9,505.77 9,505.77 

個 個 個 個
62 46,496 1 973 6,869 63 40,600 

182 182 

本 本 本 本
6 182 6 182 

令和３年度中増減なし

公有財産調

（令和２年度）

令和２年３月31日
現　　　　　在

増 減
令和３年３月31日
現　　　　　在

区   分 摘要

行政財産

　土　地

　立木竹

　建　物

　工作物

公有財産
に準ずる
もの

電話　　　　
加入権
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様式第２６号

借地借家等調

（令和３年９月30日現在）

※（参考）工科短大として管理

整理

番号
区分 種別 所在地

地 目
数量又

は面積

借 料
契約

期間

所有者又

は契約者

氏 名

用途
台帳 現況 単価 年額

１ 土地
道路反射

鏡敷地

沼津市大岡

4044-７番地先
山林

公衆用道

路(歩道)

㎡

0.25

円 円

無償

31.4. 1

～

4.3.31

沼津市長
道路反射

鏡設置
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様
式

第
２

６
号

－
２

平
成

27
年

度
平

成
2
8
年

度
平

成
29

年
度

平
成

3
0
年

度
令

和
元

年
度

令
和

２
年

度
令

和
３

年
度

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
７

年
度

令
和

８
年

度
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

電
子

計
算

機
シ

ス
テ

ム
賃

貸
借

契
約

3
8
,1

54
,2

4
0

4,
4
5
1,

3
28

7
,6

30
,8

4
8

7,
6
3
0,

8
48

7
,6

30
,8

4
8

7,
63

0
,8

48
3
,1

79
,5

2
0

―
―

―
―

―
―

（契
約

日
）2

7
．

７
．

2
7

H
P
 パ

ソ
コ

ン
Z
2
3
0 

W
o
rk

st
at

io
n

他
 一

式
1
3
,1

15
,5

2
0

1,
3
1
1,

5
52

2
,6

23
,1

0
4

2,
6
2
3,

1
04

2
,6

23
,1

0
4

2,
62

3
,1

04
1
,3

11
,5

5
2

―
―

―
―

―
―

（契
約

日
）2

7
．

８
．

2
7

デ
ル

 サ
ー

バ
P
o
w
er

E
dg

e 
T

43
0

他
　

一
式

9
,9

72
,7

2
0

6
6
4,

8
48

1
,9

94
,5

4
4

1,
9
9
4,

5
44

1
,9

94
,5

4
4

1,
99

4
,5

44
1
,3

29
,6

9
6

―
―

―
―

―
―

（契
約

日
）2

7
．

1
0
．

2
3

理
想

科
学

工
業

O
R
P
H

IS
　

E
X

7
25

0
１
台

　
3
,2

33
,5

2
0

―
6
46

,7
0
4

6
4
6,

7
04

6
46

,7
0
4

64
6
,7

04
6
46

,7
0
4

―
―

―
―

―
―

（契
約

日
）2

8
．

４
．

１
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士
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ク
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D
o
cu

p
ur

in
t　

C
3
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60

1台
2
54

,1
2
4

―
50

,5
4
4

5
0
,5

44
50

,5
4
4

5
1
,0

12
51

,4
8
0

―
―

―
―

―
―

（契
約

日
）2

8
．

４
．

１
リ
コ

ー
R
IC

O
H

　
M

P
　

C
3
0
04

 
１
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1
,5

15
,0

2
4

―
2
02

,0
2
4

3
0
3,

0
00

3
03

,0
0
0

30
3
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00
3
03
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1
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日
）2

8
．

７
．

1
2

富
士

通
 サ

ー
バ

P
R
IM

E
R
G

Y
 R
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31
1
,5
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）2

．
１

１
．

５

16
4
,7
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,0

2
8

6,
4
2
7,

7
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1
4
,3
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,6

2
4
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80
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,8
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2,
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2
2
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,5

4
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0
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50

9
,6
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0

事
務

機
器

等
の

債
務

負
担

行
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長
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継
続
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に
係

る
調

（
令

和
２

年
度

）
（
契

約
額

の
年

度
別

内
訳

）
　

区
　

分
事

業
名

又
は

契
約

名
内

　
　

　
　

容
契

約
額

富
士

通
 サ

ー
バ

P
R
IM

E
R
G

Y
 R

X
2
5
40

 M
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他
 一

式

機
械

技
術

科
専

用
パ

ソ
コ

ン
シ

ス
テ

ム
賃

貸
借

契
約

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
設

備
賃

貸
借

契
約

印
刷

機
賃

貸
借

契
約

カ
ラ

ー
プ

リ
ン

タ
ー

賃
貸

借
契

約

デ
ジ

タ
ル

融
合

機
賃

貸
借

契
約

電
子

計
算

機
シ

ス
テ

ム
（
増

設
分

）
賃

貸
借

契
約

マ
イ

コ
ン

開
発

支
援

シ
ス

テ
ム

賃
貸

借
契
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ク
ラ

イ
ア

ン
ト
・
サ

ー
バ

シ
ス

テ
ム

１
賃

貸
借

契
約

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
設

備
賃

貸
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契
約

合
　

　
　

　
　

計

「支
出

に
つ
い
て
は

、
令

和
２
年

度
ま
で
は

技
術
専

門
校

に
お
い
て
、
令

和
３
年

度
以

降
は

、
工

科
短

期
大

学
校

に
お
い
て
執

行
し
て
い
る
。
」

長 期 継 続 契 約
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様式第２７号

（令和２年度）

台
帳

現
況

単価 年額

2.4.1

～

 3.3.31

28.4.1

～

 3.3.31

28.4.1

～

 3.3.31

30.4.1

～

 3.3.31

29.4.1

～

 3.3.31

2.4.1

～

 3.3.31

2.4.1

～

 3.3.31

2.4.1

～

 3.3.31

2.4.1

～

 3.3.31

2.4.1

～

 3.3.31

2.4.1

～

 3.3.31

2.4.1

～

 3.3.31

2.4.1

～

 3.3.31

 1,141,732 

行政財産貸付・使用許可調

地目
貸付料又は
使　用　料

合　計

整理
番号

区分 種別 所在地
数量又は面

積

貸付又は
使用許可
期　　間

貸付又は使用許可
を受けた者の氏名

貸付・
使用許
可目的

1 土地
庁舎
敷地

沼津市大岡
4044-24

宅地 宅地 16本    1,500     24,000 
東京電力パワーグ
リッド株式会社静
岡総支社

電柱、支
柱、支線
敷等

2 土地
庁舎
敷地

沼津市大岡
4044-24

宅地 宅地 0.04㎡  免除  免除 沼津市
工作物敷
地

3 土地
庁舎
敷地

沼津市大岡
4044-24

宅地 宅地 4本    1,500      6,000 
西日本電信電話株
式会社静岡支店

電柱、支
柱、支線
敷等

4 土地
庁舎
敷地

沼津市大岡
4044-24

宅地 宅地 9.45㎡  免除  免除 
静岡県職業能力開
発協会

工作物敷
地

5 土地
庁舎
敷地

沼津市大岡
4044-24

宅地 宅地 1本    1,500      1,500 
西日本電信電話株
式会社静岡支店

電柱、支
柱、支線
敷等

6 建物
事務　　
所建

沼津市大岡
4044-24

重量　　　
鉄骨造

2.00㎡  －     95,686 

コカ・コーラボト
ラーズジャパン株
式会社中部日本営
業本部静岡支社

自動販売
機

7 建物
事務　　
所建

沼津市大岡
4044-24

重量　　　
鉄骨造

4.00㎡  －    494,246 

ＦＶジャパン株式
会社営業統括部中
部日本営業部愛知
／静岡支店

自動販売
機

8 土地
庁舎
敷地

沼津市大岡
4044-24

宅地 宅地 38.73㎡  －      8,520 東名電機株式会社
太陽光発
電設備

9 建物
事務　　
所建

沼津市大岡
4044-24

重量　　　
鉄骨造

656.26㎡  －    147,001 東名電機株式会社
太陽光発
電設備

10 建物 工場建
沼津市大岡
4044-24

重量　　　
鉄骨造

1,031.65㎡  －    231,088 東名電機株式会社
太陽光発
電設備

11 建物 工場建
沼津市大岡
4044-24

重量　　　
鉄骨造

590.11㎡  －    132,183 東名電機株式会社
太陽光発
電設備

12 建物 倉庫建
沼津市大岡
4044-24

重量　　　
鉄骨造

0.04㎡  －          8 東名電機株式会社
太陽光発
電設備

13 土地
調整池
敷地

沼津市大岡
4044-30

池沼 宅地 1本    1,500      1,500 
東京電力パワーグ
リッド株式会社静
岡総支社

電柱、支
柱、支線
敷等
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